
（様式２）

施策評価（令和２年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

・

・

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

東北 2位 2位 2位 2位

出典：県河川砂防課調べ 指標の判定 ａ b

令和元年度は、平成29年７月及び30年５月の豪雨に伴い浸水被害等が発生した河川への集中的な
治水対策を進めたが、河川の整備率に直接影響しない橋梁・樋門等構造物に係る事業が集中した
ことにより、目標を下回った。

令和元年度の東北６県の整備率と比較すると、本県は東北６県の平均値（43.5％）を上回ってい
る状況にある。

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
全国 － － － －

実績 45.9 46.0 46.1 46.2

達成率

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

備考

県管理河川の整備率（％）

目標 46.1 46.3 46.5

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）

100.0% 99.8%

46.7

 評価者 建設部長  評価確定日 令和２年８月25日

　平成29年７月、８月に発生した記録的豪雨による甚大な洪水被害を受け、県が管理する河川の減災対策を加速する
とともに、道路や港湾など社会基盤の整備を計画的に推進するほか、災害時に対応可能な交通基盤の整備や建築物の
耐震化等により、災害に備えた強靱な県土づくりを進めます。
　また、災害時の人的被害を最小化するためには、住民の円滑・迅速な避難が極めて重要であることから、市町村が
行う住民避難対策を支援していきます。

施策の方向性①②

基本政策１　県土の保全と防災力強化

施策（１）　災害に備えた強靱な県土づくり

 幹事部局名 建設部  担当課名 建設政策課
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

・

・

・

・

R3.3月
判明予定東北 2位 3位 2位

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
全国 19位 23位 20位

県が管理する橋長15m以上の橋梁1,152橋について、橋梁長寿命化修繕計画を策定し、平成21年度
から対策工事を実施している。令和元年度末時点では、緊急輸送道路上の橋梁505橋のうち411橋
の耐震化が完了し、目標をほぼ達成した。

ここ数年は補修とともに耐震補強の対策費が大きい橋梁を対象としている。

実績 79.4 79.9 80.4 81.4
橋梁の耐震化率（％）

目標 80.8 81.5 82.2 82.8

出典：県道路課調べ 達成率 99.5% 99.9%

計画策定済みの港湾は、船川港（平成26年度策定）及び秋田港（27年度策定）の２港であり、現
計画堤防高を超える津波が想定されている船川港のハード整備対策（令和元年度は津波避難タ
ワー１基が完成）を優先的に実施しているため、残る３港湾の計画策定が遅れている。

施策の方向性④⑤

成果・業績指標④ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

Ｒ３
（Ｈ３３）

備考

東北 － － － －

全国 － － － －

出典：県港湾空港課調べ 達成率 100.0% 66.7%

4 5

実績 2 2 2 2

県内５港湾における津波防災計画を策定
した港湾数（港）

目標 2 3

東北 － － － －

施策の方向性③④

成果・業績指標③ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

0 0 1 30

－

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区
域図の作成件数（累積）（件）

目標 8 16 23 30

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
全国 － － －

令和元年度は、国による「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を活用し、洪水浸
水想定区域図作成業務に集中的に取り組んだ結果、目標を大きく上回り、令和３年度の目標値に
達した。

今後、対象河川を10河川増やし、作成を進めていく。

出典：県河川砂防課調べ 達成率 12.5% 187.5%

実績

施策の方向性①

成果・業績指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）

東北 － － － －

Ｒ３
（Ｈ３３）

備考

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
全国 － － － －

「秋田県地域防災計画」や「ため池整備方針」に基づき、計画的な整備を進めた結果、ほぼ目標
を達成している。

ため池整備により解消される被害想定面
積（累積）（ha）

目標 39,550 39,800 40,050 40,300

実績 39,347 39,413 39,538 39,697

出典：県農地整備課調べ 達成率 100.0% 99.7%

施策の方向性③

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考
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２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

　①　中小河川における減災対策の推進【河川砂防課】

・

・

・

　②　豪雨による洪水被害や水不足への対応【河川砂防課】

・

・

　③　県民の生命と財産を守る安全な地域づくり

　　 【河川砂防課、港湾空港課、総合防災課、農地整備課、水産漁港課、森林整備課】

・

・

・

・

・

・

　④　災害に対応できる交通基盤体制の整備【港湾空港課、道路課】

・

　⑤　大規模地震に備えた耐震化の推進

【技術管理課、道路課、下水道マネジメント推進課、建築住宅課】

・

・

・

・

・ あきた公共施設等総合管理計画に係る建設部所管８類型15施設のうち、道路の２施設（トンネル、大型カルバー
ト）、河川の１施設（樋門・樋管、水門）及び海岸の１施設（護岸、離岸堤・人工リーフ、樋門・樋管・水門）
について個別施設計画を策定した（累計で11施設について策定済み）。

指標 成果④

緊急輸送道路以外の橋梁の耐震化対策は、長寿命化に係る補修と併せて実施している。

市町村による耐震改修促進計画の策定を支援した（累計22市町<＋１町>）。

住宅の耐震化について、市町村による住宅耐震化補助事業と連携し支援を行った（累計17市町<＋１市>）。ま
た、耐震診断・改修実施への普及啓発を実施した。

国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」において、下水処理場やポンプ場及び緊急輸送路等に
布設されている下水道管路の耐震化を実施している。

指標 成果③④

災害応急対策活動を円滑に実施する上で重要となる緊急輸送道路上に位置する橋梁の耐震補強を優先的に進めて
いる（耐震化済み橋梁数411橋<＋５橋>）。

全国的に土砂災害が頻発しており、砂防えん堤等の砂防施設や地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設等の
ハード対策に計画的に取り組んだ（５地区概成）ほか、砂防関係施設の長寿命化計画を策定した。

ハード対策とあわせて、平成27年度から土砂災害防止法に基づく警戒区域指定のための基礎調査に集中的に取り
組んだ結果、計画どおり令和元年度までに全ての危険箇所の基礎調査を完了し、調査結果を踏まえた区域指定を
実施するなど、警戒避難体制の整備等に向けたソフト対策を推進した（土砂災害警戒区域の指定（累計）7,991
件<＋1,055件>）。

ＩＣＴ等を活用した住民避難行動支援事業により、大仙市による住宅地図情報に土砂災害の危険箇所や避難場所
を反映する地図データの構築への支援を行った。また、河川の水位や道路の通行止め等の災害情報を秋田県防災
ポータルサイトやツイッターで県民に発信するシステムを構築した。

農地等の防災・減災対策として、ため池の決壊等による災害を防止するため、男鹿市真山２号地区ほか27地区に
おいて堤体の補強工事等を実施した。

平成30年度に策定した県管理漁港海岸における長寿命化計画に基づき、高潮、津波、波浪等による被害を防止す
るため、平沢漁港海岸及び椿（船川港）漁港海岸において対策工事を実施した。

港湾区域における防災・減災対策として、船川港における津波避難タワー建設工事を実施し、完了した。

指標 代表①

国直轄ダム（成瀬、鳥海）の整備促進に向け、官民挙げた要望活動など継続的に国への働きかけを行っている。
成瀬ダムについてはダム堤体工事に着手されており、鳥海ダムについては用地取得や早期の工事着手に向けた調
査、測量、設計等が進められている。

ダム施設等については、長寿命化計画に基づき、計画的に補修補強対策を実施し、施設の延命化を図るとともに
安全を確保する取組を推進（旭川ダムほか28箇所で対策工を実施）しているほか、老朽化した県管理の河川管理
施設（樋門・樋管、水門）については、長寿命化計画を策定し、令和元年度にインフラ施設の個別施設計画に位
置づけた。

指標 成果①③

指標 代表①、成果②

近年の洪水被害実績のある河川のほか、甚大な被害が想定される都市河川等を優先し、計画的に改修等の整備を
行っている。

平成29年７月豪雨により甚大な被害が発生した淀川（大仙市）など６河川について、災害関連事業等により改修
を進めているほか、30年５月豪雨により洪水被害のあった新波川（秋田市）など２河川についても、治水対策を
進めている。

平成30年５月豪雨で民家20戸が浸水した馬踏川（秋田市）については、国による補助事業を活用し、河道の付け
替え工事等を集中的に実施した結果、河川の通水流量の増加により治水安全度の向上が図られ、地域住民の安全
安心の確保につながった。
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３　総合評価結果と評価理由

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

５　課題と今後の対応方針

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

６　政策評価委員会の意見

耐震基準を満たしておらず、耐震補強が必要な
下水道処理場等が多い。

長寿命化計画に基づく更新工事と併せて耐震工事を
効率的かつ計画的に実施していく。

高度経済成長期以降に整備された河川管理施
設・ダムの老朽化が進行しており、更新・改修
に係る費用が増加している。

長寿命化計画に基づき、計画的に補修補強対策を実
施することで、施設を延命化し、更新・改修に係る
費用の平準化を図る。

土砂災害対策には、砂防施設等を設置するハー
ド対策の強化と土砂災害警戒区域の地域住民へ
の周知が必要であるが、従来に比べ異常気象に
よる土砂災害が頻発しており、対策を要する箇
所が増加しているほか、土砂災害に伴うハザー
ドマップを整備していない市町村がある。

ハード対策の強化と併せて、国の補助金を積極的に
活用しながら、市町村におけるハザードマップ作成
の支援など、ソフト対策も一体的に進めていく。

災害発生時における救助物資の輸送等で大きな
役割を果たす緊急輸送道路が、幅員狭小のため
センターラインが引かれていないなど、整備が
十分ではないエリアがある。

国の補助金を活用しながら、緊急輸送道路の整備を
優先度の高い箇所から計画的に進めていく。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

① ○ 全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所におけ
る構造物等に係る事業が集中しているため、従
来の計画による中小河川の整備が進んでいな
い。

○ 災害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期
間で治水効果を向上させる河道掘削事業を推進す
る。また、危機管理型水位計や河川監視カメラの設
置により、河川水位情報を住民にきめ細かに提供す
るなど、地域の防災力強化のためのソフト対策を併
せて推進する。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県管理河川の整備率」は「ｂ」判定であり、定量的評
価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合
評価は「Ｂ」とする。
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